
令和６年5月30日

東 北 地 方 整 備 局

「東北地区土地政策推進連携協議会」総会を開催します

所有者不明土地問題等に取り組む地方公共団体等の土地政策推進のため、

令和６年度「東北地区土地政策推進連携協議会」の総会を以下のとおり開

催します。

また、仙台法務局から令和６年４月１日に施行された相続登記義務化に

関する情報提供が行われます。

日 時：令和６年６月６日（木）１０時３０分～

場 所：仙台合同庁舎B棟 ８階 用地事務審査室（web開催）
宮城県仙台市青葉区本町3-3-1

内 容：１．議事
・規約改正(案)
・令和５年度活動報告、令和６年度活動計画(案)

２．情報提供
・仙台法務局から相続登記義務化に関する情報提供

その他
・取材を希望される報道機関の方は、別紙「取材申込書」に必要事項を記入の上、

６月５日（水）１２：００までにＦＡＸにて事前登録をお願いします。

・会場にて取材を希望される場合のみ、写真・ビデオ等の撮影は許可しますが、その場合

は冒頭のみ（挨拶まで）とさせていただきます。

【記者発表会】青森県政記者会、岩手県政記者クラブ、宮城県政記者会、秋田県政記者会、
山形県政記者クラブ、福島県政記者クラブ、東北電力記者会、東北建設専門紙記者会

【お問合わせ先】

国土交通省 東北地方整備局

用地部 用地企画課 課長 佐々木 守 （内線４７５１）
さ さ き まもる

課長補佐 加藤 修 功 （内線４７５３）
か と う しゆうこう

代表電話 022-225-2171 ＦＡＸ 022-213-7472



東北地区土地政策推進連携協議会 令和６年度通常総会

次 第

１．開 会

２．挨 拶

東北地区土地政策推進連携協議会 会長

３．審議事項

（１）規約改正（案）について

（２）令和６年度活動計画（案）について

４．報告事項

（１）令和５年度活動報告について

（２）所有者不明土地に係る取組状況について

５．情報提供

（１）仙台法務局からの情報提供等

６．そ の 他

７．閉 会
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・地方公共団体等の用地業務、地籍調査等その他の土地政策の円滑な遂行に資する情報共有・
支援（外部専門家等の活用等相談体制の構築、相談窓口の設置、講習会、講演会等の開催）
・所有者不明土地法に関する施策・取組（土地収用法の特例、地域福利増進事業、所有者探索の
円滑化、長期相続登記等未了土地等）の情報共有・支援
・所有者不明土地問題の解決に向けた取組状況の情報共有・支援

東北地区土地政策推進連携協議会

国土交通省
不動産・建設経済局 協 力協 力

情報共有・支援

連絡調整

東北弁護士会連合会 ／ 東北ブロック司法書士会
日本行政書士会連合会東北地方協議会 ／ 東北不動産鑑定士協会連合会
日本土地家屋調査士会連合会東北ブロック協議会
日本補償コンサルタント協会東北支部 ／ 東北各県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会東北地区協議会
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所有者不明土地法の円滑な施行 ・ 用地業務、地籍調査等その他の土地政策の円滑な遂行

東北地方整備局
（事務局：用地部）

連携 連携

市 町 村 等

連絡調整

東北地区土地政策推進連携協議会の概要(現行) 東北地方整備局

連携 東北財務局 東北農政局連携
東北６県
仙台市

仙台法務局



別 紙

ＦＡＸ ０２２－２１３－７４７２

東北地方整備局 用地部 用地企画課 宛

※令和６年６月５日（木）１２ ：００必着

取材申込書

「東北地区土地政策推進連携協議会総会」の傍聴を希望します。

１．報道機関名

２．代表者の氏名・予定人数

（予定人数 名）

３．連絡先住所等

・連絡先住所：

・電 話 番 号 ：

・ＦＡＸ番号：

４．取材形式（丸囲みしてください）

① ビデオによる撮影

② カメラによる撮影

③ その他（ ）


